
 

○特に市町村への財政支援策等を求めるもの 

区分 □ 新 規 ■ 再提案 (25・８・29 第133回総会；長野市他) 

種類 

□ 現行制度の改善又は拡充を求めるもの 

分 

野 

□ 総務文教 

□ 新たな施策の要望又は提案を求めるもの ■ 社会環境 

■ 特に市町村への財政支援策等を求めるもの※注 □ 経済 

□ その他（               ） □ 建設 

要望先 

■ 国 担当省庁 環境省 

■ 県 担当部局 環境部 

□ その他 名  称  

件名 21 国の循環型社会形成推進交付金による市町村の財政支援について 

提案市 長野市、伊那市、千曲市 

提
案
要
旨 

・循環型社会形成推進交付金制度は、市町村等が実施する廃棄物処理施設整備に必

要な財源を確保する上で欠くことのできない制度であることから、実施年度にお

いて実施計画に見合った所要額が確実に交付されることを求める。 

・エネルギー回収推進施設及び最終処分場に係る用地費並びに周辺環境施設整備に

要する費用についても、新たに交付対象とすることを併せて要望する。 

 
 
 
 

提
案
理
由 

（長野市） 

・本市に計画するごみ焼却施設は、協力を要請して以来、約７年の長きにわたり、 

 地元協議や説明会等、多大な労力を費やし、ようやく建設同意に至り、現施設の

老朽化から早急に施設整備を進める必要がある。 

・長野広域連合（本市をはじめとする９市町村で構成）が計画する「ごみ処理施設

整備事業」の財源には交付金が不可欠であるが、今年度の当初交付内示額は、要

望額の約64％であった。今年度は追加予算措置により要望通り交付される見通し

となったが、事業を確実に計画通り進めるためにも、次年度以降の循環型社会形

成交付金の確実な予算確保を求めるもの。 

・ごみ処理施設設置地域の住民理解を得るため、施設周辺や地域環境整備も欠かせ

ず、施設整備以外に係る負担も相当なものがあるが、それに対する財政支援がな

い。よって、全ての施設整備について用地費及び補償費を交付対象とするととも

に、周辺環境施設整備費用についても新たに交付対象とすることを求めるもの 

 

（伊那市） 

・廃棄物処理施設は、安全・安心な暮らしを支える基幹インフラであるが、各自治

体等のごみ焼却施設は更新時期を迎えて老朽化が進み、早急に施設整備を進める

必要がある。 

・建設着手までには長期にわたる地元協議が必要であり、同意を得たのち事業を計

画的に執行するためには、安定した国の予算確保と継続した財政支援が必要不可

欠である。 

 



 

提
案
理
由 

・施設設置地域の住民理解を得るために必要な、導入路整備や周辺公園整備等の整

備費用についても新たに交付対象事業とすることを求める。 

 

（千曲市） 

・本市に計画するごみ焼却施設については、平成２１年８月に建設候補地を決定し、

地元区に対し協力要請をするとともに、住民のご理解を得るため説明会やごみ焼

却施設の見学会を実施し、地元対策委員会等と協議を進めてきている。また、現

在、稼働している葛尾組合焼却施設は老朽化が進んでいることから早急に施設整

備を進める必要がある。 

・建設財源には交付金が不可欠である。しかしながら、本市をはじめとする９市町

村で構成する長野広域連合が計画する「ごみ焼却施設整備事業」に対する今年度

の交付内示額が、要望額の約64％にとどまり、今後の事業計画に支障が生じかね

ない状況となっている。このことは、構成市町村の負担を増大させ、財政に多大

な影響を与えるとともに、施設整備の遅延に加え、適正な廃棄物処理が行えない

事態に陥る危険性さえあることから、循環型社会形成推進交付金の追加予算措置

及び次年度以降の確実な予算確保を求めるもの。 

・ごみ処理施設設置地域の住民理解を得るため、施設周辺や地域環境整備も欠かせ

ず、施設整備以外に係る負担も相当なものがある。よって、全ての施設整備につ

いて用地費及び補償費を交付対象とするとともに、周辺環境施設整備費用につい

ても新たに交付対象とすることを求めるもの。 

 

現
況
及
び
課
題
等 

（長野市） 

・長野広域連合では、平成30年度の稼働を目標に、高効率ごみ発電施設２施設、最

終処分場１施設を整備する計画である。 

・本市に計画する高効率ごみ発電施設は本年３月に地元区と建設に関する協定を締

結し、来年度には工事発注予定である。 

・本体工事に対する交付金が削減された場合、本市のみならず広域連合構成市町村

の財政に重大な影響を及ぼすこととなる。 

 

（伊那市） 

・各自治体等で計画する「ごみ処理施設整備事業」に対する今年度予算は、国の補

正予算により不足分が計上される見通しとなった。 

・しかし、今後増大する要望額に対し、１４年度以降の予算確保は一層厳しいもの

と予想される。 

・当該事業が住民生活に密着しかつ適正な廃棄物処理が環境負荷の低減にきわめて

重要な事業であることから、今後においてもこれまでの国の支援制度の確実な実行

により市町村負担の軽減が図られることを求める。 

 



 

現
況
及
び
課
題
等 

（千曲市） 

・長野広域連合では、平成30年度中の稼動を目標に、高効率ごみ発電施設２施設、

最終処分場１施設を整備する計画である。 

・本市に計画するごみ焼却施設は、現在、県条例に基づく環境影響評価の手続きを

進めており、準備書作成の段階に入ってきており、また、施設整備計画について

も策定中である。今後、事業進展に伴い施設整備に係る主たる財源である交付金

が削減された場合、本市のみならず広域連合構成市町村の財政に重大な影響を及

ぼすこととなる。 

関
係 

法
令 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

循環型社会形成推進交付金要綱 

 


